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瀧川 仁 

今年 3 月末をもちまして、2 期 5 年を務めた物性研究所

長を退任しました。在任中は 5 年という歳月を長いと感じ

ることも多かったのですが、終わってみるとあっという間

に過ぎた気がします。今年度は森新所長を始め、研究所の

執行部である企画委員会にも新鮮な顔ぶれが加わり、未来

志向の運営がなされることを予感しています。これを機に、

この 5 年間で物性研とこれを取り巻く環境がどのように変

わってきたか、振り返ってみたいと思います。 

家前所長から引き継いだ 2013 年当時は、東日本大震災

から 2 年が経ち、また 2004 年の国立大学法人化で激変し

た大学運営の仕組みがすっかり定着した頃でした。法人化

によって大学間競争が強調されるあまり、物性研を始めと

する全国共同利用研究所の存在基盤が危うくなるのではと

いう当初の懸念は、2010 年に始まった共同利用・共同研

究拠点制度で共同利用研が適切に再定義されたことによっ

て概ね払拭された一方で、法人化後の運営費交付金と教員

ポストの継続的な削減が、国立大学の深刻な活力低下を招

いていることが明らかになっていました。 

物性研は、全国に 14 ある大型設備利用型の理工学系共同

利用・共同研究拠点の一つとして認定されており、超強磁

場、極限レーザー、中性子、放射光といった大型実験装置

やスーパーコンピュータなど、個々の大学で整備すること

が困難な先端的研究設備を開発・維持することが第1のミッ

ションです。実際、これらの大型設備を担う附属施設・セ

ンターの数は、柏移転時(2000 年)の 3 から、2013 年には 6

に増加しています。しかし、教員ポストは全体として漸減

しているため、その影響はいわゆるスモール・サイエンス

を担う研究部門においてとりわけ深刻となっています。所

長就任にあたっての所信に述べたように(物性研だより第 53

巻第 1 号)、物性科学の将来の芽を育むことが期待される研

究部門をどう立て直すかが、5 年前の課題の一つでした。 

これに関して、所内はもとより所外の多くの方々と意見を

交しながら検討した結果、2016 年 10 月に、部門・施設・セ

ンターという従来の研究組織を横断する形で「機能物性研究

グループ」と「量子物質研究グループ」という二つの分野横

断型研究グループを設立するに至りました。それぞれの研究

グループの目的や設立に至った経緯については物性研だより

(第 56 巻第 2 号)に詳述したので、ここでは繰り返しません

が、「独創的で個性ある研究室を擁する研究部門が孤立した

個人商店の集まりではもったいない。お互いに興味を共有し

て連携し、さらに傑出した施設・センターの先端的装置を活

用することによって物性研の強みが発揮されるのではないか」

という認識がもとになっています。検討を始めてから研究グ

ループ設立までは長い道のりでしたが、その過程で関係所員

の熱心な議論と実践があったことは特筆に値します。機能物

性研究グループの立ち上げに関わった 12 名の所員は、毎月

一回のボトムアップ・ミーティングでそれぞれの研究テーマ

や研究手法について紹介することから始め、その中からグ

ループ内での共同研究をスタートさせました。また、所外の

研究者を交え、グループの将来計画を議論するための研究会

シリーズを企画、実施しています。そして、量子物質研究グ

ループでは、国内外の最先端の研究者による「新量子相レク

チャー」シリーズや、学術振興会の頭脳循環プログラムに採

択された「新奇量子物質が生み出すトポロジカル現象の先導

的ネットワーク」による日米独の国際連携など、実質的な活

動を先行させる形でグループの構想を練ってきました。これ

らの改組が将来どう評価されるかは、今後の活動に委ねられ

ることになります。 

共同利用の在り方も少しずつ変わっています。共同利用・

共同研究拠点の制定後、2015 年度に初めて行われた中期目

標期間の期末評価で、物性研はＳ評価とともに「今後は、先

端実験機器が他機関においても充実していく中、物性物理学

の方法論の先導性を発揮しつつ、国際的な役割を更に認識

し・・(中略)・・当該分野において更に主導的役割を果たす

ことが期待される。」との総合コメントをいただきました。

つまり、設備利用を中心とした従来の共同利用に加え、物質

科学の新しい領域を開拓し、それによってコミュニティを活

性化することが求められています。この意味でも、2016 年

度からの新期の拠点活動において、分野横断型研究グループ

が重要な役割を果たすことを期待しています。 

新期の拠点運営における大きな変化は、大阪大学大学院

理学研究科付属先端強磁場科学研究センターを連携研究施

設として位置付け、共同利用の申請から旅費・研究費の支

給、共同研究の実施に至るまで一体で運用することにより、

所長退任にあたって 
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国内パルス強磁場施設の利用者にワンポイントサービスを

提供する体制を実現したことです。将来このような機関連

携が他の拠点や大学共同利用機関にも広がれば、利用者の

利便性が更に向上するのではないかと思います。 

この 5 年間のもう 1 つの大きな変化は、科研費以外の大

型競争的資金に基づく共同研究プロジェクトが多く進行し

たことです。その背景には、漸減する運営費交付金に頼っ

ていては、最先端大型装置の開発を継続しつつ共同研究を

先導することは難しいという事情もあると思います。この

点で最も先行したのは計算物質科学の分野で、物質設計評

価施設においてスーパーコンピュータ共同利用が始まった

90 年代から、関係所員は並行して国家規模の計算科学プ

ロジェクトに参画してきました。2011 年に外部資金の受

け皿となる計算物質科学研究センターが設立されてからは、

「京」コンピュータ活用を中心とするHPCI戦略プログラ

ムやポスト「京」の重点課題の推進拠点として、ハード

ウェアの提供とソフトウェアの開発・支援を両輪とする計

算物質科学分野の振興に貢献しています。また、元素戦略

プロジェクト<拠点形成型>(文科省 2012-2021 年度)を通

じて、材料開発研究グループや放射光・中性子などの大型

研究施設との連携を強化し、更に東北大学を代表機関とす

る人材育成コンソーシアム事業を通じて、産業界を含む広

い物質材料科学コミュニティとの人材交流を推進するなど、

幅広い活動によって分野の拡大と活性化に貢献しています。 

同様な状況は、放射光と極限レーザー光源を併用した光

科学を目指して 2012 年に設立された極限コヒーレント光

科学研究センターにおいても顕著です。例えば、光・量子

融合連携研究開発(文科省、2013-2017 年度)に採択され

たプロジェクトによって、物性研独自のレーザー光電子分

光の最先端技術開発が一気に加速し、世界的な注目を集め

るようになりました。一方で、産官学が一体となって高品

位・高効率なものづくり技術としてのレーザー加工技術の

開発を進めている NEDO プロジェクト「高輝度・高効率

次世代レーザー技術開発」(2016-2022 年度)においては、

物性研・理学系・工学系の連携による東大チームが、要素

技術開発に加えて微視的な基礎学理の構築という面で重要

な貢献を果たしています。 

計算科学、光科学はいずれも、東京大学が推進している

新たな産学官連携スキームである「つくば・柏・本郷イノ

ベーションコリドー」構想における重要な要素となってい

ます。このような最近の傾向は、「物性研は基礎研究から

応用研究・実用研究にシフトしようとしている」という印

象を物性研究者に与えるかもしれません。しかし、私はそ

うではなく、基礎研究の成果である上記の新技術によって、

これまで微視的なあるいは学理的な基礎付けが困難であっ

た物質材料の複雑な問題に対して、物性科学的なアプロー

チが可能になってきたと考えています。物性研の設立趣意

書の冒頭には「物性研究所は、物性物理学の綜合的かつ系

統的な研究を行ない、それによってわが国の学問の水準を

高め工業技術の発展に貢献することを目的とする。」とあ

り、設立時の理念とも相通じるものがあります。磁性や超

伝導など伝統的な基礎研究分野と、このような新しい展開

が相互に刺激を与えることは、多様性を特徴とする物性科

学の発展にとって重要なことだと思います。 

新分野への挑戦を促進し研究の多様性を実現する上で大

きな障害となるのは、研究者の時間の劣化です。外部資金

によるプロジェクトにおいても、その内容が多様になれば

なるほどマネージメント業務が増加します。それが研究者

(教員)の負担となり、合間を見つけて研究するようでは、

そもそも新しいことに挑戦しようという動機が生まれませ

ん。その意味で、所長任期の最初の年度に、URA

（University Research Administrator）制度の普及を目

的とした文科省の研究力強化事業が始まったことは、非常

に良いタイミングでした。学内ヒヤリングで物性研の提案

が採択され、公募の結果、2014 年 2 月に鈴木博之氏

(NIMS から出向)が物性研 URA として着任されました。

以来 4 年間、鈴木氏は文字通り所長の片腕として研究所の

研究推進に全面的に尽力され、また、頭脳循環プロジェク

トなど国際共同研究体制の構築から、所内のさまざまな大

型研究プロジェクトの支援に至るまで、縦横に活躍されま

した。物性研ではその前から、全国規模のスパコン関係の

大型プロジェクト運営のために、計算物質科学研究セン

ター専属の URA として古宇田光氏が着任されており、昨

年度開始された東京大学の URA 認定制度においては、鈴

木氏、古宇田氏ともに数少ないシニア URA に認定されま

した。これからは大学や研究所の研究戦略の立案・推進に

おいて、URA は必要不可欠な存在です。お二人が東大を

拠点として、日本の URA 制度の推進と持続的なキャリア

パス構築の良きモデルケースとなるよう期待しています。 

最後になりましたが、この 5 年間、小森副所長、川口事務

長、片桐事務長、矢作事務長を始め、事務職員の方々、企画

委員の先生方には、いつも相談に乗っていただきました。私

が何とか所長任期を全うできたのも、皆様の温かいご支援と、

所員の協力、そして全国物性研究者のサポートのおかげと感

謝しております。本当にありがとうございました。 

2018 年 5 月
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